
奈良の木ポータルサイト更新・拡充業務について、公募型プロポーザル方式により委託業務の契約者を選定しますので、次のとおり公告します。  
  令和７年２月２１日   
                                             奈良県知事 山 下  真   ※本公告による契約は、本件にかかる令和７年度当初予算の議決を条件とする。本件にかかる予算が議決されなかったときは、本公告に基づく手続き、契約の一切は無効となる。  １ 業務の概要 

 （１）業務名     奈良の木ポータルサイト更新・拡充業務  （２）業務の目的・内容    奈良県産材（以下「県産材」という。）の魅力発信をはじめ、その利用意義やユニー クな活用事例の紹介、イベント情報やプロダクト情報等、県産材に関する情報を集約し たポータルサイト（以下「ポータルサイト」という。サイト名：奈良の木のこと・URL： 

https://naranoki.pref.nara.jp/）について、これまでコンテンツの追加・更新等を行い、PR 情報の内容を充実させるとともに、SNS や多様なメディアを活用し、県民をはじめ広 く一般に情報を発信することにより、県産材の認知度向上及びブランドの確立を図っ てきた。 ポータルサイトのユーザーの動向や意識、社会環境の変化を的確に把握し、ユーザー   ニーズに対応した魅力的なコンテンツ制作や情報更新、SNS アカウントの運用管理及   びインターネットを活用した効果的な PR（情報拡散）等を実施すると同時に、ポータ ルサイトのデザインの変更を行うことで、県産材のリブランディングを目指す。 また、奈良県公式ホームページ（以下、「奈良県ＨＰ」という。）への統合（令和８ 年３月運用開始予定）にあたり、必要となる作業を実施する。  （３）業務委託内容 ①ポータルサイトの運用管理 ②ポータルサイトの更新・拡充 ③SNS アカウントの運用管理 ④ポータルサイトの認知を高めるための PR 



⑤県産材のリブランディングに向けたポータルサイトのデザイン変更 ⑥奈良県ＨＰへの統合にあたり必要な作業  （４）業務の仕様等 
      上記業務の仕様については、別途配布する「奈良の木ポータルサイト更新・拡充業務委託業務説明書」（以下「業務説明書」とする。）に示すところによるものとする。  （５）委託上限額 
      ５，９９８，０８０円（消費税及び地方消費税の額を含む）  （６）履行期間     契約締結日から令和８年３月３１日（火）までとする。  ２ 応募資格 
    本委託業務における契約者募集に参加できる者は、業務の趣旨を十分に理解し、円滑に遂行できる、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 （１）奈良県における物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規定（平成７年 12月奈良県告示第 425号）による競争入札参加資格者名簿に、営業種目「Q2」電算業務及び「Q5」広告・イベント業務で登録されている者（企画提案書提出時点において、当該登録が認められている者）であること。 （２）平成 31年度（令和元年度）以降において、国、地方公共団体又は民間企業等と本件業務と同種業務の履行実績を有する者であること。※ただし、WEBサイト作成業務については更新作業を含む｡ （３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であ ること。 （４）奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参加停止措置を受けていないこと。 （５）国税及び地方税を滞納していない者であること。 （６）金融機関からの取引停止を受けていない者であること。 （７）破産法（平成 16 年法律第 75号）第 18 条の規定による破産手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく破産手続廃止の決定又は破産手続終結の決定を受けた者については、破産手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 （８）会社更生法（平成 14 年法律第 154号。以下「新法」という。）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て（新法附則第 2 条の規定によりなお従前の例によることとさ



れる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る新法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172号。以下「旧法」という。）第 30 条の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、新法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 （９）平成 12 年 3 月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225号）附則第 2 条による廃止前の和議法（大正 11 年法律第 72号）第 12 条第 1項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 （10）平成 12 年 4 月 1 日以降に民事再生法第 21 条の再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てがなされなかった者とみなす。  ３ 失格事項 
   応募者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 （１）２の応募資格に定めた資格が備わっていないとき。 （２）複数の提案書を提出したとき。 （３）提出のあった提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、その補正に応じないとき。 （４）提出書類の虚偽又は不正があったとき。 （５）提案書等受付期限までに所定の書類が整わなかったとき。 （６）そのほか不正な行為があったとき。  ４ 手続等 （１）担当部署（書類の提出先および問い合わせ先） 
     奈良県環境森林部県産材利用推進課 ブランド戦略係 
     TEL 0742-27-7470  FAX 0742-22-1228 
     住所 〒630-8501 奈良市登大路町 30番地  （２）業務説明書の配布 
    令和７年２月２１日（金）から令和７年３月１４日（金）正午までの間に、（１）の担当部署または「奈良県県産材利用推進課ホームページ」から入手するものとする。  

     ただし、担当部署における配布は、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、奈良県の休日を定める条例（平成元年３月 31 日奈良県条例第 32号）第１条



第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）を除く。 （３）参加表明書の提出 
    ①提出期限 令和７年３月１４日（金）の正午まで ※ただし、受付は午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の休日を除く。 

    ②提出先 （１）の担当部署と同じ 
    ③提出物および提出部数：各１部 ・様式１－１ 参加表明書 ・様式１－２ 同種業務の実績 ・様式２ 電子契約同意書兼メールアドレス確認書 ※電子契約を希望する場合 

   ④提出方法 持参又は郵送 
     ※郵送の場合は簡易書留等受け渡しが確実な方法によるものとし、提出期限必着とする。  （４）企画提案書の提出 
    ①提出期間 令和７年３月１８日（火）から令和７年３月２４日（月）の正午まで ※ただし、受付は午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の休日を除く。    ②提出先 （１）の担当部署と同じ 
    ③提出物および提出部数：正 各１部、副 各２部 ・様式３－１  企画提案書  ・様式３－２   奈良の木ポータルサイト更新・拡充業務に関する企画提案 ・参考見積書 
    ④提出方法 持参または郵送     ※郵送の場合は簡易書留等の受け渡しが確実な方法によるものとし、提出期限必      着とする。  （５）質問の受付 
      業務説明書に示すところによるものとする。  （６）留意事項 
      業務説明書に示すところによるものとする。  ５ 契約者の選定 
    企画提案書を提出した者に企画提案書の内容についてのプレゼンテーション、質疑及び補足説明を求めるため、選定委員会を実施する。業務説明書に示す評価基準により審



査を行い、最も高い評価を得た事業者を契約者として選定する。 ただし、総得点が一定基準に満たない場合は契約者として選定しない。  ６ 契約の締結 （１）５により選定された者と契約締結の交渉を行う。契約交渉が不調のときは、５により順位付けられた提案者の上位の者から順に契約締結の交渉を行う。 （２）契約の内容は、提出のあった企画提案書及び見積書のとおりとするが、県が認める場合についてはこれによらないものとする。  ７ 契約の不締結   契約者の選定後、契約締結までの間に、契約者として選定された者について、次のいずれかに該当する事由があると認められるときは、契約を締結しないものとする。 （１）役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77号。以下「暴対法」という。）第 2 条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 （２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき。 （３）役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 （４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与しているとき。 （５）上記（３）及び（４）に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 （６）本契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」という。）に当たって、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したとき。 （７）本契約に係る下請契約等に当たって、上記（１）から（５）までのいずれかに該当する者をその相手方としていた場合（上記（６）に該当する場合を除く。）において、発注者が当該下請契約等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。  ８ 契約の解除   契約締結後、契約者について７の（１）から（７）までのいずれかに該当する事由があると認められるとき又はこの契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を発注者に報告せず、若しくは警察に届け出



なかったと認められるときは、契約を解除することがある。この場合は、契約者は損害賠償金を納付しなければならないものとする。  ９ その他 （１）契約書の作成を要する。※ただし、電子契約を希望する場合は、「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」を４の（３）で示す参加表明書とあわせて電子入札システムにより提出すること。 （２）契約保証金については、奈良県契約規則（昭和 39 年５月奈良県規則第 14号）第 19条に定めるところによる。 （３）提出された書類は返却しない。 （４）この公募型プロポーザルへの参加に係る経費は、参加者の負担とする。 （５）その他、詳細は「業務説明書」によるものとする。   


